
新たな医療分野の研究開発体制の全体像

◎国が定めた戦略に基づくトップダウンの研究
・ 日本医療研究開発機構に約1,200億円を集約化。
この他、調整費（500億円）のうち175億円を活用

・ ＰＤ、ＰＯによるマネジメント

健康・医療戦略推進本部
○ 医療分野研究開発推進計画を策定
○ 医療分野の研究開発の司令塔として総合的な予算要求配分調整を実施
○ 調整費の使途を戦略的・重点的な予算配分を行う観点から決定

◎インハウス研究
国の研究機関

医療分野研究開発推進計画を踏まえた研究の実施

個別の研究費の
ファンディング

研究開発に係る基盤整備

臨床研究
中核病院等

※ 国立高度専門医療研究セン

ター（NC)、理化学研究所、

産業技術総合研究所、国立感

染症研究所等
研究を臨床につなげるため、

国際水準の質の高い臨床研

究・治験の確実な実施

研究者・研究機関に配分される研究費及び

当該研究に係るファンディング機能を日本医

療研究開発機構に集約し、管理

※ 研究開発の基盤整備に係る予算に

ついても新独法へ集約

総合的な予算要求配分調整

◎研究者の発意による
ボトムアップの基礎研究
科学研究費助成事業（※）

医療分野研究開発推

進計画等を踏まえて

課題を採択

発掘したシーズを
シームレスに移行

⇔

※ 大学、研究所等及び研究者

各研究機関への
財源措置

※ 科学研究費助成事業全体の

配分額は約2,100億円
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３．予算について



健康・医療戦略推進本部

文部科学省 厚生労働省 経済産業省

日本医療研究開発機構

研究者等

本部は、予算配分の方針（推進法
§21三）を決定
（具体的なスキームは、本部で決
定。）

３省は、本部の予算配分の方針に
基づき、所要の予算を要求。

機構は、３省から交付された補助
金等を受け、国の戦略に基づき基
礎研究から実用化まで切れ目なく
医療分野の研究開発を推進するた
めに、研究費等を配分

研究者等は、機構と締結した委託
契約等に基づき研究開発を実施

補助金等 補助金等 補助金等

委託契約等※

本部による総合調整

３省は、機構に対して補助金等を
交付

各省大臣による予算の執行

※ 機構は、研究者等との間で委託契約等を締結し、研究費等を配分

機構による研究費等の配分

日本医療研究開発機構における予算の流れ
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平成27年度 医療分野の研究開発関連予算のポイント

■ 「日本医療研究開発機構対象経費（※）」は、平成26年度予算が1,215億円に対し、平成27年度は1,248億円

と33億円（2.7％）の増額。

※ 平成27年4月1日に設立予定の「日本医療研究開発機構」に集約される予算

■ 「インハウス研究機関経費（※）」は、平成26年度予算が740億円に対し、平成27年度は723億円と16億円

（▲2.2％）の減額。

※ 国立高度専門医療研究センター、理化学研究所、産業技術総合研究所等の国の研究機関が自らに措置され

た運営費交付金等で実施する研究開発に係る予算

上記経費に加え、内閣府に計上される「科学技術イノベーション創造推進費（500億円）」のうち35％（175億円）を医療分野の研究開
発関連の調整費として充当見込み。

※ 精査により計数に異動が生じる場合がある。

27年度決定 26年度当初

日本医療研究開
発機構対象経費

1,248億円（文598、厚474、経177） 1,215億円（文570、厚476、経169）

インハウス研究
機関経費

723億円（文211、厚429、経84） 740億円（文200、厚455、経85）

対前年度

増▲減額 増▲減率

33億円 2.7％

▲16億円 ▲2.2％
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主な取組

１． 医薬品・医療機器開発への取組

① オールジャパンでの医薬品創出

② オールジャパンでの医療機器開発

● 革新的医療技術創出拠点プロジェクト

２．臨床研究・治験への取組

１０６億円＜機構＞

１４５億円＜機構＞（一部再掲）

■ 新薬創出に向けた支援機能の強化を図るとともに、
革新的医薬品等の開発を推進する。

■ 医療ニーズに応える医療機器開発とその支援体制を
整備する。

２５６億円＜機構２１１億円、ｲﾝﾊｳｽ４５億円＞

■ シーズへの支援を基礎研究段階から実用化までシー
ムレスに実施できる拠点を医療法の成立も踏まえ強
化・充実を図るとともに、革新的医療技術の実用化を
促進する。

３．世界最先端の医療の実現に向けた取組

② 疾病克服に向けたゲノム医療実現化プロジェクト

７４億円＜機構５９億円、ｲﾝﾊｳｽ１６億円＞

■ 臨床応用に向けたバイオバンク・ジャパンと国立高度
専門医療研究センター等との共同研究を推進する。

① 再生医療の実現化ハイウェイ構想

１４３億円＜機構＞

■ 平成27年度末までに更なる研究課題の臨床研究段
階への移行を目指すとともに、再生医療等製品開発を
促進する。

① ジャパン・キャンサーリサーチ・プロジェクト

② 脳とこころの健康大国実現プロジェクト

③ 新興・再興感染症制御プロジェクト

④ 難病克服プロジェクト

４．疾病領域ごとの取組

１６２億円＜機構＞（一部再掲）

■ がん医療の実用化を「がん研究１０か年戦略」に基づ
き加速する。

■ 認知症・精神疾患等の克服に向けた取組を加速する。

６８億円＜機構＞

■ 病原体全ゲノム情報等の集積・解析等を一層推進し、
薬剤ターゲット部位の特定等に繋げる。

５８億円＜新独法４１億円、ｲﾝﾊｳｽ１７億円＞

９６億円＜機構＞（一部再掲）

■ 平成26年5月に難病の患者に対する医療等に関する
法律が成立したことを踏まえ、研究開発を一層推進する。
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４．体制について



監査室
監
事
非常勤

総務部

産学連携部

戦略推進部

バイオバンク事業部

臨床研究・治験基盤事業部

国際事業部

知的財産部

研究公正・法務部

創薬支援戦略部

経理部

管
理
部
門

支
援
部
門

事
業
部
門

経営企画部

理
事

ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド

研
究
・経
営
評
議
会
（仮
称
）

※1

※1 研究・経営評議会 ・・・研究の実施を含む機構の運営に関する重要事項に関し、理事長に対し助言等を
行う組織

※2 アドバイザリーボード ・・・医療現場、産業界、研究者、患者等からの様々なニーズの把握のため理事長の
下に置かれる会議

理
事
長

※2

監
事
非常勤

雇用期間の
定めのない

職員

任期付き職員等
（外部委託等により予算
の執行を補助する者）

１０２人 約２００人

規模（※）

日本医療研究開発機構組織体制について

※ 事業の予算規模等に応じて、変動し得る。
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日本医療研究開発機構の役員について

○独立行政法人日本医療研究開発機構法（平成２６年法律第４９号）（抄）

（役員）

第７条 機構に、役員として、その長である理事長及び監事２名を置く。

２ 機構に、役員として、理事１人を置くことができる。

○独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）（抄）

（法人の長及び監事となるべき者）

第１４条 主務大臣は、独立行政法人の長（以下「法人の長」という。）となるべき者及び監事となるべき者を指名する。

第２０条 ３ 第１８条第２項の規定により置かれる役員は、第1項各号に掲げる者のうちから、法人の長が任命する。

○独立行政法人日本医療研究開発機構法（平成２６年法律第４９号）（抄）

（主務大臣等）

第１８条 （略）

２ 機構に係る第８条（附則第４条において準用する場合を含む。）並びに通則法第１４条及び第２０条並びにこの法律第１３条第１項又は第２項

の規定により読み替えて適用する通則法第２３条第１項における主務大臣は、内閣総理大臣とする。

○ 日本医療研究開発機構においては、理事長１名、理事１名、監事（非常勤）２名を置くこととなっている。

○ このうち、理事長及び監事については、内閣府の主任の大臣として内閣総理大臣が、理事については

理事長が任命することとなっている。

○ 機構の理事長となるべき者及び監事となるべき者については、先般、内閣総理大臣が指名。

理事長となるべき者：慶應義塾大学医学部長 末松 誠 氏

監事となるべき者 ：公認会計士 間島 進吾氏

お茶の水女子大学ヒューマンウェルフェア
サイエンス研究教育寄附研究部門教授 室伏 きみ子氏 （平成26年10月31日付）19



日本医療研究開発機構の職員数及びその移管元

１０２人

（独）科学技術振興機構
４２人

厚生労働省 ７人

（独）医薬基盤研究所 ２８人

経済産業省 ４人

（独）新エネルギー・
産業技術総合開発機構

日本医療研究開発機構 移管元（平成２６年度）

（注） 上記は雇用期間の定めのない職員。
（注） 上記の他、外部委託等により予算の執行を補助する者を含めて事業を運営（約200名程度）。
（注） （独）医薬基盤研究所は、（独）国立健康・栄養研究所と統合予定。

１０２人

（独）理化学研究所 １０人

１１人
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医
療
分
野
の
研
究
開
発
に
関
す
る
専
門
家
で
構
成

・医
療
分
野
研
究
開
発
推
進
計
画
の
作
成
及
び

実
施
の
推
進
に
関
す
る
調
査
・検
討

健
康
・医
療
戦
略
参
与
会
合

産
業
界
・医
療
関
係
機
関
等
の
有
識
者

・健
康
・医
療
分
野
の
成
長
戦
略

・医
療
分
野
の
研
究
開
発
の
出
口
戦
略

等
に
関
す
る
専
門
的
助
言

専門的調査政策的助言

健康・医療戦略の推進体制

本部令第１条本部令第２条

内閣官房 健康・医療戦略室
➢事務局機能 ※次世代医療ＩＣＴ基盤協議会の事務局機能は健康・医療戦略室とＩＴ総合戦略室が担う

※次世代ヘルスケア産業協議会の事務局機能は経済産業省が担う

健
康
・医
療
戦
略
推
進
専
門
調
査
会

創薬支援ネットワーク
協議会

本部長 ：内閣総理大臣
副本部長：内閣官房長官及び健康・医療戦略担当大臣

本部員：その他国務大臣

・健康・医療戦略の案の作成及び実施の推進
・医療分野の研究開発の司令塔機能の本部の役割
➢ 医療分野研究開発推進計画の作成及び実施の推進
➢ 医療分野の研究開発関連予算の総合的な予算要求配分調整 等

健康・医療戦略推進本部

議長：健康・医療戦略担当大臣
議長代行：健康・医療戦略担当大臣を補佐する内閣府副大臣

副議長：健康・医療戦略担当大臣を補佐する内閣府大臣政務官及び
内閣総理大臣補佐官（健康・医療戦略室長）

構成員：関係府省局長クラス

健康・医療戦略推進会議 本部令第２条

次世代医療機器
開発推進協議会

ゲノム医療実現
推進協議会

次世代医療ＩＣＴ
基盤協議会

健康・医療戦略
ファンドタスクフォース

次世代ヘルスケア
産業協議会

医療国際展開
タスクフォース
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